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 第 1 章では日本の家電メーカーが置かれている状況を、第 2 章では日本の家電メーカーが抱える
問題について、企業内のインハウスデザイナーの立場から詳細に現状分析を行っている。ここでは、
多くの資料や先行研究を参照し、筆者自身が家電メーカーの関係者としての視点に立ちながらも、
その客観性を担保している。第 3 章では、主に 2 人の経営学者の先行研究を引用しコモディティ化
の要因を考察している。続く第 4章では、先行研究の経済学の視点からの脱コモディティ化に対し、
製品を生み出す当事者であるデザイナーの立場から考察を進めている。その中で、製品コンセプト
の構成要素の中でも、その家電の機能とか性能とかの「機能的ベネフィット」と、美しい、かっこい
い、かわいいと言った消費者が直感的に感じるポジティブな感覚である「情緒的ベネフィット」そ
して、それら 2 つのベネフィットを統合することによって、消費者の理想や新たな発見を期待させ
る「意味的ベネフィット」の全てが含まれていることで、脱コモディティ化が実現できると言う仮
説を立てるに至っている。第 5 章では、筆者が直接その開発に関わった掃除機を脱コモディティ化
の失敗例として、第 6 章では蒸気レスジャー炊飯器を具体的な成功例として挙げ、前章の脱コモデ
ィティ化に向けた仮説の検証を試みている。 
 
 この研究がプロダクト・デザイン領域の博士論文として評価できるポイントは以下の４つである。 
 
１． 製品化され、販売、市場で受け止められ評価を得る段階迄をインハウスデザインの立場から克
明に記述されている点。 
 プロダクト・デザイン領域での開発研究の多くでは試作であるデザインモデルを提示して、
それに関わる研究内容の記述、そこでは製品として使われる状態の予測を示す段階で研究は終
了となってしまい、実際に産業活動の中でどの様に製品が流通し、どの様に生活に組み入れら
れたかという段階迄実証が為されることはほとんど無い。本研究においては企画、デザイン、
設計、生産、品質管理、販売、ユーザー評価及びマーケットでの推移までも含めて実践される
事例を研究の軸として展開された点が特徴であり、インハウスからでないと実施できない貴重
な研究であり、プロダクト・デザイン領域ならではの研究であると評価できる。 
２． 企業内で実施されている開発のプロセスを見直し、デザイン部門の開発に関わる社内での新た
な位置付けを示した点。 
 「デザイン思考」という言葉を近年良く耳にするが、これはデザイナーの創造的な問題解決
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の方法をビジネス、あるいは工学など学問の分野への応用を目指すものである。企業内での製
品開発は様々な部門を束ね、製品化へ向けた意思決定を重ねてゆくが、意思決定では客観的に
評価が下せる数値的な判断が中心となる。デザインは主観的に判断しにくい、暗黙知が多く他
部門からは理解できないとされ、開発におけるコミュニケーションの妨げとなって来た。本研
究でこれまで為されて来た製品開発を丁寧に洗い直しデザイン部門の開発に関わる位置付け役
割を再考したことは意義がある。「機能的ベネフィット」「情緒的ベネヒット」「意味的ベネフィ
ット」を開発部門で共有することで、デザイン思考を企業内に根付かせる方向に繋がる事も期
待される。 
３． 白モノ家電という狭い範囲の市場に埋没しない、新たなターゲットのセグメントの方法を構築
し得た点。 
 “脱コモディティ化”に関わる結論が得られたのかという質問が公開審査で在った。本研究
では生活者全体を見ながら企業風土に根ざしてターゲットを抽出することを重視。先の「機能
的ベネフィット」「情緒的ベネヒット」「意味的ベネフィット」は企業ごとに異なるためにその
差異によって広いマーケットに点在する個別のターゲットを想定する事が可能となる。考え方
の異なる製品が別々にセグメントされたマーケット向けの製品となる事で脱コモディティ化が
実現されるとする結論は整理されて有効性のある内容となっている。 
４． 新しいデザイン理論につながる新たな知見を示した点。 
 今日、ユニバーサルデザイン、インクルーシブデザイン、サービスデザイン等様々な用語が
プロダクト・デザイン領域では扱われているが、これらに共通するのは大量生産によって生じ
ている負の側面への対応であり、可能な限りユーザーに迫り個別対応をすることの大切さが内
包されている。グローバルに存在するマーケットに対しての製品開発を行って来た日本企業に
とって、細かい個別対応を迫られる次の時代に向けての開発のあり方につながる理論が内包さ
れる本研究は重要である。新しいデザイン理論につながる新たな知見を示せた研究とも言える。 
  
提出された論文は、先行研究の調査や関係資料の収集など、研究に必要な資料収集も充実してお
り、仮説を具体的な製品開発事例を通して検証することによって、リアリティのある研究となって
いる。審査に関わった全員がプロダクト・デザイン領域の博士論文として十分な内容であると判断
した。 
